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　　固定資産税における
償却資産課税について
On Real Estate Tax
on Depreciable Assets
前　田　高　志 　
Real estate tax is levied according to the bene¯t taxation principle.
Recently, the tax on depreciable assets has been criticized by corporate
tax payers. However, depreciable assets realized in the form of a
bene¯t of public service is a desirable tax base from the viewpoint of
bene¯t taxation. This paper focusses on validity of bene¯t taxation
on depreciable assets owned by corporations. Referring to the Shoup
Tax Mission's Report of 1949, some in°uential accademic opinions and
related judicial precedents, we conclude the tax base of real estates
tax should include depreciable business assets as it is a major revenue
source for local public goods.
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1) 平成 10～17 年度の間は市町村税収に占める固定資産税収の割合は 45～46%であったが、地価
の下落や住宅建築戸数の減少等を反映して、平成 18 年度、19 年年度はそのシェアは 40%をや
や上回る水準となっている。
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かれる（法 341条 6～8、349条 1～3項）。
⑤免税点
同一の者について、その市町村内に所有する土地、家屋または償却資産の課



































4) シャウプ勧告第 2 編第 12 章不動産税。（財）神戸都市問題研究所地方行財政資料刊行会編『戦
後地方行財政資料別巻 1 シャウプ使節団日本税制報告書』勁草書房、1983 年、p.137。
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7) 金子宏『租税法』第 14 版、弘文堂、2009 年、p.522。
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通知 3章 1節 1の 4，6）。








































とを意味する（取扱通知第 3 章 1 節 1 の 4）。
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表 2 　 3 大都市の 1 法人当たり償却資産決定価格・課税標準単位；人，百万円
　 東京 名古屋 大阪
法定免税点以上の法人① 105,945 28,633 40,322 
法定免税点未満の法人 501,202 19,351 51,079 
法人合計② 607,147 47,984 91,401 
償却資産
決定価格① 98.5 67.7 82.1 
決定価格② 17.2 40.4 36.2 
課税標準① 94.1 64.1 78.3 
課税標準② 16.4 38.3 34.5 
うち
構築物
決定価格① 24.3 7.8 19.1 
決定価格② 4.2 4.6 8.4 
課税標準① 24.0 7.2 18.8 
課税標準② 4.2 4.3 8.3 
うち
機械・装置
決定価格① 14.4 23.7 22.6 
決定価格② 2.5 14.2 9.9 
課税標準① 13.5 23.3 21.6 





決定価格① 31.7 21.9 21.7 
決定価格② 5.5 13.0 9.6 
課税標準① 28.5 19.6 19.3 






















































16) 中里実「償却資産に対する固定資産税」『租税研究』2002 年 8 月、pp.23-27。
17) 福家敏朗「固定資産税　法理論的問題を抱えた基幹地方税」『税』2004 年 12 月、pp.110-115。
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20) 河西俊一『固定資産税解義』昭和 58 年版、中央経済社、1983 年、pp.10-11。
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23) 林宜嗣「応益課税としての固定資産税の評価」『經濟學論究』58 巻 3 号、pp.267-285、2004
年 12 月。
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らない、と判示する27)。当事件の上告審である昭和 53（1978）年 4月 6日の
名古屋高等裁判所判決においても、固定資産税および都市計画税が「市町村税
24) 田中治「租税における応益負担の強調の是非」『納税月報』2001 年 11 月。
25) 石島弘『不動産取得税と固定資産税の研究』信山社、2008 年、p.257、に以下の判例が紹介さ
れている。
26) 行政事件裁判例集 7 巻 5 号、p.1116。





























28) 行政事件裁判例集 29 巻 4 号、p.497。
29) 判例タイムズ、10269 号、p.114。
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応益課税としての固定資産税の性格が拡充されることを示しているのである。
このシャウプ勧告と昭和 25年の固定資産税創設と償却資産の課税客体とし
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